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Scientific Information (ISI) の統計によると発表論文数は世界全体で 1989 年の 53.2 万件から 1999 年には 71.8
万件へと約 1.35 倍に増えている1。また、日本国内の特許の出願件数については 1990 年の 367,590 件から
2001 年には 439,175 件へと増加している2。
科学技術への関心については、旧総理府が 1998 年(平成 10 年) 10 月に行った「将来の科学技術に関する世論
調査」3によると、「関心がある」、「ある程度関心がある」と答えた人の割合は 58.1% であった。科学技術に関する知






科学技術政策研究所が 2001 年 2 月〜 3 月に実施した「科学技術に関する意識調査」 4で国民の諸問題への関心
度をたずね、先進諸外国の同様の調査結果と比較したところ、「新たな科学的発見」への関心度は対象 15 カ国・
地域中最下位、「新たな発明・技術の利用」では 14 番目、「新たな医学的発見」への関心度は 12 番目という結果


















































表 1 - 「雑誌新聞総かたろぐ」による雑誌の分類(自然科学の位置付け)
出典: 「雑誌新聞総かたろぐ」より作成。
大分類 中分類 小分類 分野
雑誌 総合 (7 分類) (46 分野)









政治・経済・商業 (7 分類) (26 分野)
産業 (3 分類) (16 分野)
工業 (8 分類) (39 分野)
厚生・医療 (2 分類) (30 分類)
輸入雑誌   (8 分野)





芸」、小分類「自然科学一般」に属しているもののうち、  内容が一般向けであるもの(学会誌等は除く)、  書店で




発行部数としては、  公査機関が調査した販売部数、  流通動態から推定した発行部数(「推定発行部数」)、及
び、  出版社が公表するいわゆる「自称」の公称発行部数がある。まず、それらの間の違いについて説明する 12 。
 については (社) 日本 ABC 協会という公査機関がある。(社) 日本 ABC 協会(Japan Audit Bureau of
Circulations)は、1952 年に設立された、発行社、広告主、広告会社の三者からなる共同機関で、雑誌・新聞の発行
部数を公正に調査する機関である。(社) 日本 ABC 協会の発表する数字は、三者による公査を受けていることから
3
正確な実売部数と考えてよい。しかし、この調査はすべての出版物について行われているわけではない。すべて
の発行社が (社) 日本 ABC 協会に属しているわけではなく、また、調査の対象は加盟する発行社が発行するすべ
































1.  内容が一般向けであるもの (学会誌等は除く)
2.  書店で入手可能なもの
3.  年間 6 回以上発行されるもの
4.  日本語で書かれているもの
を「科学雑誌」と定義し、その点数の変化を追った。「雑誌新聞総かたろぐ」は 1979 年版から発行されており、この
条件のもとで実質的に 1978 年からの発行点数を調べることができた(表 2)。
表 2 - 「科学雑誌」の発行点数の推移
出典: 「雑誌新聞総かたろぐ」から作成。
西暦 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
発行点数 7 8 10 9 13 16 15 15 15
西暦 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
発行点数 15 14 13 12 13 15 15 16 14
西暦 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 - -
発行点数 13 13 12 12 13 11 11 - -
注 1 :
毎年 1 月を基準に作成。上記定義の  〜  のうち、  の書店販売、  の年間発行回数については、変
更されてから資料(雑誌新聞総かたろぐ)に反映されるまでの時間差がであることがある。「遺伝」については






系への数学」の 11 誌。なお、「Nature Science」は 2002 年 9 月号をもって休刊。
これによると、1970 年代後半は一桁であった発行点数は、1981 年に「COSMO」(2 月)、「Newton」(7 月)、「メカニッ
クマガジン」(9 月)、「POPULAR SCIENCE」(10月)、1982 年に「OMNI」(4 月)、「UTAN」(6 月)、「QUARK」(7 月)が
創刊され、1981 年から 1982 年にかけて発行点数が急増し、科学雑誌創刊ブームがおきた(第三次の科学雑誌創
刊ブームといわれる15。第一次は第一次世界大戦後の 1920 年代、第二次は第二次世界大戦後の 1940 年代後
半)。
しかし、ブームは長続きせず、「COSMO」が 1983 年に、「POPULAR SCIENCE」が 1984 年に休刊、さらに 1946
年創刊の「自然」も 1984 年に休刊に追い込まれるなど発行点数の減少が続いた。1985 年には「パリティ」が創刊
されるが、87 年には「フィジックス」、88 年には「メカニックマガジン」、89 年には「OMNI」が相次いで休刊し
て、1990 年 1 月ではこの分野に分類される雑誌は 12 誌で、雑誌創刊ブーム時と同程度となった。
90 年代に入り「活性酸素・フリーラジカル」、「ザ TECHNO PRODUCER」などが創刊されるが、95 年までに休刊と
なった。1996 年 3 月には 1941 年創刊の「科学朝日」が休刊し、同年 10 月に月 2 回刊の「SCIaS(サイアス)」とし
てリニューアルしたが、売れ行きは芳しくなかった。98 年 12 月から月刊化したものの、2000 年 12 月号で休刊し




学」、「生物学」が小分類として属しており、それぞれの分野で「自然科学一般」と同様に  から  までの条件を
満たす雑誌(ここでは、それぞれ「地球・宇宙科学誌」、「化学誌」、「生物学誌」という。)の発行点数を調べたところ、
次のとおりであった(表 3 、表 4 、表 5 )。
表 3 - 「地球・宇宙科学誌」の発行点数の推移
出典: 「雑誌新聞総かたろぐ」から作成。毎年 1 月時点。
西暦 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
発行点数 6 7 7 7 7 8 7 7 7
西暦 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
発行点数 7 7 7 7 8 8 8 8 8
西暦 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 - -
発行点数 8 8 8 8 8 9 8 - -
表 4 - 「化学誌」の発行点数の推移
出典: 「雑誌新聞総かたろぐ」から作成。毎年 1 月時点。
西暦 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
発行点数 4 4 4 4 4 4 4 3 3
西暦 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
発行点数 3 3 3 3 3 3 3 3 3
西暦 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 - -
発行点数 3 3 3 3 3 3 3 - -
注:
2002 年の化学誌は、「化学」、「化学と生物」、「現代化学」の 3 誌。
表 5 - 「生物学誌」の発行点数の推移
出典: 「雑誌新聞総かたろぐ」から作成。毎年 1 月時点。
西暦 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986
発行点数 9 9 9 9 9 10 10 8 9
西暦 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995
発行点数 9 9 9 11 10 10 11 9 7
西暦 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 - -






ル」、「Birder」、「月刊むし」、「LUCANUS WORLD」の 8 誌。
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科学一般誌は、1970 年代は 10 誌以下で推移したが、1980 年代前半にはこの分野に含まれる雑誌の創刊が相次
いだことから、発行点数は 14 誌まで伸びた(図 2)。しかし、(1) 「雑誌新聞総かたろぐ」でみたとおり、創刊ブームの
直後から休刊するものが続き、80 年代後半には再び 10 誌を割り込んだ。90 年代に入ると「地球サミット」の開催な
ど地球環境問題への関心の高まりがあったことから関連雑誌が創刊されて一時的に発行点数が増加したが、10 誌
前半で推移している(「出版指標年報」の「科学一般」には環境関連も含まれることに留意)。
「科学部門」全体についてみると、1970 年代は 73 年から 74 年にかけて及び 79 年から 80 年にかけて一時的に
発行点数が減じた時期もあるが、総じて発行点数を伸ばした。「科学雑誌」(科学一般)の創刊ブームで、1983 年に
は「科学部門」全体で 40 誌まで発行点数を伸ばすが、その後 1990 年頃まで発行点数を減少させる。90 年代前
半は「科学雑誌」(科学一般)の雑誌点数の伸びに支えられて一時的に「科学部門」全体の発行点数が伸びるが、そ
の後増減を経て 2001 年には 36 誌という状況になっている。
図 2 - 科学部門に属する雑誌の発行点数の推移
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出典: 「出版指標年報」より作成。グラフの個々の数値については 参考 3 を参照。
「科学雑誌」(科学一般)以外の区分についてみると、「数学・物理誌」、「天文・地学誌」については長期的には緩や
かな増減はあるが、「科学雑誌」でみられるような変動はなく、特にここ 10 年程度についてみると発行点数は安定
している。「生物・化学誌」については 1980 年頃に写真を中心に構成した雑誌が健闘して 16 誌まで点数を伸ば
すが、以後休刊して発行点数が減少し、現在 9 誌という状況である。2002 年版の「出版指標年報」の「科学部門」
に分類されている雑誌を参考 2 としてまとめた。
「科学雑誌」の発行点数については 80 年代にピークがあったが、雑誌業界全体では、1970 年に 1,319 点であっ
た発行点数が、1980 年には 1,836 点、1990 年には 2,246 点、2001 年には 3,360 点となっている。
他の分野の雑誌の発行点数の増減の傾向と比較するため、各分野の雑誌の 2001 年の発行点数を 1970 年の発
行点数と比較した比率をまとめたものが表 6 である(「科学分野」と科学技術に関連する「工学分野」についてはさ
らに分野を細分して表示)。「科学部門」は 1.29 倍、「科学雑誌」(科学一般)については 1.86 倍である。「出版指標
年報」の 24 分野のうち 2001 年の発行点数が 1970 年に比べて 3 倍以上に増加している分野は、児童、女性、大
衆、音楽、趣味、スポーツ、医学の 7 分野、また減少している分野は、時局、哲学、学参(学習参考書)、農水の 4
分野である。
表 6 - 2001 年の発行点数を 1970 年の発行点数と比較した比率
出典: 「出版指標年報」より作成。本表の基となる数値については 参考 4 を参照。
児童 女性 大衆 総合 文芸 芸能 美術 音楽 生活
3.69 8.07 7.08 2.91 1.03 2.68 1.27 3.79 2.97
趣味 スポーツ 経済 社会 時局 哲学 学参 語学 教育
5.09 4.14 1.00 1.13 0.68 0.82 0.45 1.70 1.57
地理 法律 科学 科学一般 数学・物理 生物・化学 天文・地学 工学 工学一般
1.78 1.42 1.29 1.86 1.17 0.90 1.40 1.52 1.19
土木建築 機械 電気 冶金 化学工業 その他 医学 農水 合計
0.84 0.57 4.27 0.86 0.75 0.70 3.03 0.93 2.55
注:




「雑誌新聞総かたろぐ」、「出版指標年報」から 1970 年以降の主な科学関係雑誌の創刊、休刊を 参考 6 に「主な科







「調査の手法」でも触れたように発行部数については、(社) 日本 ABC 協会の調査に基づく「販売部数」(実売部
数)、「出版指標年報」等による「推定発行部数」、「雑誌新聞総かたろぐ」等に掲載される「公称発行部数」がある。
(社) 日本 ABC 協会が調査を実施している科学雑誌は「日経サイエンス」のみであり、同協会の調査では科学雑誌
全体の発行部数について把握することはできない。「出版指標年報」による「推定発行部数」は、正確さにおいては
(社) 日本 ABC 協会による調査ほどではないと考えられ、かつ、個々の雑誌の発行部数に関するデータも公表さ
れていないが、全体の傾向を把握する上では、利用可能なデータである。このため、「出版指標年報」の「推定発行







図 3 - 科学部門に属する雑誌の年間推定発行部数の推移
 






雑誌」では 1980 年の 345 万部から 1983 年には 1,262 万部まで約 3.6 倍も発行部数を伸ばした。科学雑誌の創
刊ブームといわれる 1981 年から 1983 年にかけて発行部数が急激に増加したことがわかる。しかし、1983 年の
ピーク以降は、増加する年もあるが、全体的な傾向としては減少が続き、2001 年の年間推定発行部数は約 415 万
部で、1983 年のピーク時の 3 分の 1 まで減少し、科学雑誌創刊ブームが始まった 1981 年の 608 万部をも下回
る数字になっている。
「科学雑誌」(科学一般)以外の分野のピーク時の年間推定発行部数と 2001 年の年間推定発行部数を比較すると、
「数学・物理誌」は 1973 年に 108 万部であったものが 36 万部、「生物・化学誌」は 1981 年に 180 万部であった
ものが 52 万部、「天文・地学誌」は 1984 年に 259 万部であったものが 67 万部と発行部数を大きく減少させてい
る。これら 3 分野の 2001 年の年間推定発行部数はいずれも 1970 年と比べても低い水準となっている。
「科学部門」全体では、「科学雑誌」の占める割合が大きいことから「科学雑誌」と同じ傾向を示す。1970 年代は順
調に発行部数を増加し、80 年代に入り、1980 年の 781 万部から 1983 年には 1,704 万部まで部数を伸ばした
後、減少が続き、2001 年では 570 万部となった。「科学部門」全体としても現在まで発行部数の低下に歯止めがか
8
かっていない状況が続いている。
科学雑誌については 1980 年代前半の雑誌創刊ブームで大幅に発行部数を伸ばしたことがわかるが、1981 年か
ら 1982 年にかけての科学雑誌創刊と月間推定発行部数の当時の詳細な動向について分析したものが「出版指標
年報」(1983 年版) 16 にあり、それを再現したものが 図 4である。
この期間の創刊雑誌は、1981 年 2 月「COSMO」(隔月)、同 7 月「Newton」、同 9 月「メカニックマガジン」、同 10
月「POPULAR SCIENCE」、1982 年 4 月「OMNI」、同 6 月「UTAN」、同 7 月「QUARK」である。このグラフはこれら
の新たに創刊された雑誌と「科学朝日」との合計の発行部数の推移を示しているが、「Newton」の創刊で発行部数
が大幅に増加し、さらに、「OMNI」、「UTAN」、「QUARK」の創刊で発行部数がより一層伸びたことがわかる。1982
年 8 月の時点での月間推定発行部数は約 108 万部であった。





「科学部門」全体及び雑誌全体の年間推定発行部数の推移が 図 5 である。雑誌出版全体でみると、発行部数は
1997 年にピークを迎え、その後、発行部数は落ちている。個々の分野については、業界全体に対するシェアトップ
の「大衆」部門は 1998 年、第 2 位「児童」は 1994 年、第 3 位の「趣味」は 1997 年に最大の発行部数を記録して
いる。近年好調なのは「工学」、「芸能」、さらに「総合」、「スポーツ」の分野である(参考 11)。
図 5 - 「科学部門」全体及び雑誌全体の年間推定発行部数の推移
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出典: 「出版指標年報」より作成。グラフの個々の数値については 参考 10 (参考 11 抜粋)を参照。
注 :
「科学部門全体」は第一軸、「雑誌全体」は第二軸。
「出版指標年報」の 24 分野について 2001 年の発行部数と 1970 年の発行部数を比較した( 表 7)。大衆、芸能、趣
味、工学の 4 部門で 5 倍以上の伸びを示している。一方、文芸、美術、社会、時局、学参(学習参考書)、法律の 6
部門で減少している。
科学部門については、「科学部門」全体については 1.18 倍で、分野ごとでは「科学雑誌」(科学一般)のみ増加、残
りの 3 分野は減少している。また、科学技術に関連のある工学については全体では 5.43 倍となっているが、工学





表 7 - 2001 年の発行部数を 1970 年と比較した比率
出典: 「出版指標年報」より作成。本表の基となる数値については参考 11 を参照。
児童 女性 大衆 総合 文芸 芸能 美術 音楽 生活
2.80 2.89 6.63 2.66 0.30 19.94 0.98 4.15 2.47
趣味 スポーツ 経済 社会 時局 哲学 学参 語学 教育
7.22 4.51 1.33 0.55 0.19 1.11 0.08 1.44 1.51
地理 法律 科学 科学一般 数学・物理 生物・化学 天文・地学 工学 工学一般
1.58 0.50 1.18 2.27 0.38 0.53 0.63 5.43 0.81
土木建築 機械 電気 冶金 化学工業 その他 医学 農水 合計




雑誌の発行部数についての正確な数値は把握しにくいが、(社) 日本 ABC 協会が調査した数字は正確な数値と
考えてよい。この調査を受けている科学雑誌は「日経サイエンス」のみである。「日経サイエンス」(1971 年創刊時か
ら 1990 年まで「サイエンス」、1990 年 10 月から「日経サイエンス」にタイトル変更)は 1971 年創刊の雑誌で米国の
科学雑誌「Scientific American」の日本語版である。また、"Scientific American" は米国の発行部数公査機関である
Audit Bureau of Circulations 17 の調査を受けて発行部数が公表されているので、日米での科学雑誌の発行部数、
読まれ方の違いを考察することができる。
「日経サイエンス」が (社) 日本 ABC 協会による公査を受け始めた 1973 年からこれまでの発行部数の推移を示し




た。しかし、新雑誌創刊を受けて、1982 年には前年比 5.4% 減、1983 年は 13.0% 減、1984 年は 7.0% 減と大幅に
発行部数が減少し、1987 年、1988 年と発行部数を伸ばしたものの、その後また減少傾向をたどり、2001 年時点で
はおよそ 25,000 部程度で、公査を開始した 1973 年当時と同水準となっている。















「雑誌新聞総かたろぐ」の 1979 年版によると「科学朝日」の公称発行部数は6万部、1980 年版では 7 万部、 1981
年版から 1983 年版まで 8.5 万部、1984 年版以降 1996 年の休刊に至るまで 9.5 万部としている。
雑誌の流通動態から発行部数を推定している「出版指標年報」の 1988 年版 18は、
「『科学朝日』は 6 万部を切った。かつては 9 万部、漸減状態にある」










1984 年以降も発行部数の低下が続き、1996 年 3 月号で休刊となるが、「出版指標年報」1996 年版 21では「前年
(1994 年)に比して 15% 以上の部数減少」したと述べている(かっこ内は筆者が記載)。
1996 年に「科学朝日」の後を受けて創刊された「SCIaS」の公称発行部数は 12 万部とされていたが、「出版指標年
報」1998 年版22は 1997 年の推定発行部数について「3 万部を切る状態」と伝えていた。
 「Newton」の公称発行部数
「Newton」の公称発行部数は、「雑誌新聞総かたろぐ」では 1987 年版まで 40 万部、1997 年まで 41 万部、1998
年版以降 31 万部とされている。
「出版指標年報」の 1983 年版23によると、創刊当時の推定発行部数が約 40 万部とされている。それ以降も「出版
指標年報」1986 年版24で「35 万部を保ち、安定している」などと好調な様子が記述されている。創刊 10 年目を伝え
る「出版指標年報」1992 年版25では、
「『ニュートン』(教育社)は [1991 年] 7 月号で創刊 10 周年を迎え、これを記念して「地球」のすばらしさを 120 頁に







など、1994 年以降発行部数減少との記述が多くなる。他方、「出版指標年報」1997 年版 28で「『ニュートン』(教育社)







(社) 日本 ABC 協会が発行部数を公査する雑誌については、発行社が独自に行った読者調査の結果や発行社が
雑誌の特色を紹介する記事を (社) 日本 ABC 協会がとりまとめた「雑誌発行社レポート」から購読者の年齢層別の
割合などを知ることができる(図 7)。また、「日経サイエンス」は (社) 日本 ABC 協会の公査による発行部数が公表
されているので、世代別のおよその読者数を知ることができる。
図 7 - 「日経サイエンス」購読者層の推移
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出典: 「雑誌発行社レポート」より作成。グラフの個々の数値については 参考 14 を参照。
図 7 によれば、1979 年には 10 歳代、20 歳代の読者が約 4 割を占めており、また 40 歳代以上の読者は約 3 割
という状況であった。しかし、その後 20 歳代以下の読者は減り、2000 年では 10 歳代、20 歳代あわせて全体の約
2 割にまで減少した。「日経サイエンス」では若年層の読者離れが進行していることがわかる。
「日経サイエンス」は 1979 年には約 33,000 部、2000 年には約 24,000 部が発行されたことがわかっている。購読
者調査の年代別割合から単純に計算すると、1979 年には 20 歳代読者が約 35% を占めていたことから 20 歳代読
者が約 11,000 人いたことになる。2000 年では 20 歳代読者が約 15% を占めていたことから 20 歳代読者は約
4,000 人弱へと減少したことになる。つまり、20 歳代の購読者実数はこの 20 年間で半分以下まで減少した可能性
がある。また、30 歳代についても同様に計算すると、1979 年が約 9,000 人余り、2000 年が約 5,500 人程度で、読
者が 3 分の 2 程度まで減少した可能性がある。
一方、50 歳代以上の読者の割合は、1979 年が約 19%、2000 年が約 33% で、同様に計算すると、1979 年の読者




つのグラフである(図 8-1 〜 8-5。注参照。「日経サイエンス」は 1971 年に「サイエンス」として創刊、1990 年に「日
経サイエンス」に改題)。
(注)
図 8-1 〜 8-5 は、「雑誌発行社レポート」、「国勢調査」より作成。購読者調査では、20 歳未満から 60 歳代
以上に区分して調査を行っている。しかし、ここでは国勢調査との比較のために購読者の 20 歳未満を一括
りとして 15 歳〜 19 歳までとして、また、50 歳代以上については 50 歳代、60 歳代以上として調査を行って
いるものを一括りとして 50 歳〜 64 歳までとし、それぞれ、国勢調査の 15 歳から 19 歳までの人口構成
比、50 歳から 64 歳まで人口構成比と対比した。人口構成比については、15 歳から 64 歳までの人口(労働
者人口)に対する各階級の割合を出した。また、購読者構成比、人口構成比の 15 歳から 19 歳までと 50 歳
から 64 歳までの階級については、他と階級の幅が異なり階級幅が 10 歳でないため注意が必要である。人
口の統計は5年おきであるため、直近の調査と比較した。
グラフの個々の数値については 参考 14 にまとめた。
図 8-1 - 1979 年の「サイエンス」購読者構成比と 1980 年の人口構成比の比較
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図 8-2 - 1985 年の「サイエンス」購読者構成比と 1985 年の人口構成比の比較
図 8-3 - 1990 年の「サイエンス」購読者構成比と 1990 年の人口構成比の比較
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図 8-4 - 1994 年の「日経サイエンス」購読者構成比と 1995 年の人口構成比の比較
図 8-5 - 2000 年の「日経サイエンス」購読者構成比と 2000 年の人口構成比の比較
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これによると 1979 年の購読者構成比は 20 歳代が 35% でトップ、次いで 30 歳代の 28% であり、この 2 つの年齢
層では人口構成比よりも高い割合で「日経サイエンス」が購読されていたことがわかる。1985 年では 30 歳代が
35%、20 歳代が 32% で、1979 年同様 20 歳代、30 歳代で人口構成比よりも高い割合で購読されていることがわか
る。1979 年からほぼ 10 年後の 1990 年では 30 歳代の購読者の割合が 33% で、人口構成比と比較するとこの年
齢層は他の年齢層よりも高い割合で購読されており、他の年齢層では人口構成比と同じかそれよりも少ない割合と
なっている。購読者の中心が 30 歳代に移ってきたことがわかる。
1994 年ではそれまで顕著だった購読者のカーブの山がなだらかになり、20 歳代から 40 歳代にかけていずれも
20% 台の購読者割合となっている。2000 年においては、50 歳から上の読者の割合が 33% ともっとも高くなり、40
歳代、30 歳代がいずれも 23%、20 歳代は 16% まで低下した。30 歳代以上の年齢層では購読者構成比が人口構
成比よりも高い割合であるのに対し、20 歳代では人口構成比の割合をはじめて下回った。購読者のピークは 1979
年の 20 歳代から、1985 年から 94 年までは 30 歳代、2000 年では 50 歳代以上と移動していることがわかる。




図 8-1 から 8-5 を比較すると、例えば 20 歳代では人口に対する購読者の割合が減少することがわかるが、これ
をわかりやすくするため、各年代の購読者の各年代人口に対する比を取ったものが図 9 である。各世代 1 万人当
たり何人の購読者がいるかを表している。これによると、20 歳代読者は 1979 年時点では 10,000 人あたり 6.9 人
の読者がいたが、2000 年では 2.1 人まで低下した。30 歳代読者については 1979 年では 10,000 人あたり 4.6
人だったが、1990 年には 5.8 人まで増加した後、2000 年では 3.3 人まで低下した。20 歳代読者については
1980 年頃から総じて減少傾向にあり、30 歳代読者については 1990 年を境に減少に転じていることがわかる。そ
の他の年代では近年大きな減少はみられず、むしろ増加の傾向で推移している。このことから、20 歳代ではこの
20 年の間に、30 歳代ではこの 10 年の間に購読者数が減少しているということがわかる。
図 9 - 「日経サイエンス」の年代別購読者の年代人口に対する割合の推移
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出典: 「雑誌発行社レポート」、「国勢調査」より作成。グラフの個々の数値については 参考 14 を参照。
3.2.2 科学朝日
図 10 は「科学朝日」(のちに「SCIaS(サイアス)」)の広告媒体資料 30 から、購読者層の調査結果を取り上げてまとめ
たものである。「科学朝日」の読者の年齢構成は、売れ行きが好調な 1970 年代から 1980 年代初めの時期は 10
歳代、20 歳代の購読者の割合が 50% から 60% に達し、1980 年代に入り販売部数の低下とともに 10 歳代、20 歳
代の若い層の読者の割合が低下し、40 歳代より上の読者の割合が増加した。1980 年には 40 歳より上の読者の
割合は 20% 程度であったが 1997 年では 57% となった。1980年代初頭を境に若い世代の読者の割合が急速に低
下したことがわかる。
図 10 - 「科学朝日」(「SCIaS」)読者年齢層構成の推移
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出典: 「科学朝日」(「SCIaS」)広告媒体資料から作成。グラフの個々の数値については 参考 15を参照。
注:
1976 年から 1986 年までは「10 歳代」は 20 歳を含み、「20 歳代」は「21 〜 30 歳」を、「30 歳代」は「31 〜
40 歳」を、「40 歳代」は「41 〜 50 歳」を、「50 歳代」は「51 歳以上」を示す。1994 年で「20 歳代」は「20 歳代
以下」を示す(「10 歳代」を含む)。
「科学朝日」についても「日経サイエンス」同様、購読者構成比と人口構成比の変化を調べたものが 図 11-1 〜図
11-7 である。
1970 年から 1980 年頃にかけては「日経サイエンス」と同様に 20 歳代の購読者の割合が 30% 後半から 40% と高
く、人口構成比と比較しても高い割合を占めている。「科学朝日」を「日経サイエンス」と比較して異なる点は、内容
が比較的やさしく、中高生でも読めることから 10 歳代の読者が多かったことで、特に 1981 年時点では人口構成
比を 10 ポイント以上も上回っていた。科学雑誌の創刊ブームが終わり、科学雑誌全般について発行部数にかげり
がみえ始めた後の 1986 年では 20 歳代、30 歳代が 26%、1989 年には 30 歳代が 25% となって、購読者構成比
の山がなだらかになり、構成比のピークが 30 歳代へと移っていく様子がわかる。1990 年代に入ると 50 歳代以上
の読者の割合が急速に増加し、一方で 10 歳代、20 歳代の読者の割合が低下する。1994 年のデータは 10 歳代
と 20 歳代の合計を20歳代としているため明確ではないが、1989 年及び 1997 年の調査からは 10 歳代、20 歳代




図 11-1 から図 11-7 については、「科学朝日(SCIaS)」広告媒体資料、「国勢調査」から作成。ここでは国勢
調査との比較のために購読者の 20 歳未満を一括りとして 15 歳〜 19 歳までとして、また、50 歳代以上に
ついては 50 歳代、60 歳代以上として調査を行っているものを一括りとして 50 歳〜 64 歳までとし、それぞ
れ、国勢調査の 15 歳から 19 歳までの人口構成比、50 歳から 64 歳まで人口構成比と対比した。人口構成
比については、15 歳から 64 歳までの人口(労働者人口)に対する各階級の割合を出した。また、購読者構
成比、人口構成比の 15 歳から 19 歳までと 50 歳から 64 歳までの階級については、他と階級の幅が異なり
階級幅が 10 歳でないため注意が必要である。人口の統計は 5 年おきであるため、直近の調査と比較し
た。購読者については、1976 年から 1986 年までは「10 歳代」は 20 歳を含み、「20 歳代」は「21 〜 30 歳」
を、「30 歳代」は「31 〜 40 歳」を、「40 歳代」は「41 〜 50 歳」を、「50 歳代」は「51 歳以上」を示す。1994 年
で「20 歳代」は「20 歳代以下」を示す(「10 歳代」を含む)。ただし、図 11-6 では 10 歳代の購読者数が不明
であるため、15 歳〜 19 歳の購読者は 20 歳代に含め、人口構成比も 15 歳 〜 19 歳を 20 歳代に含めて表
示した。
グラフの個々の数値については 参考 15にまとめた。
図 11-1 - 1970 年の「科学朝日」購読者構成比と 1970 年の人口構成比の比較
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図 11-2 - 1976 年の「科学朝日」購読者構成比と 1975 年の人口構成比の比較
図 11-3 - 1981 年の「科学朝日」購読者構成比と 1980 年の人口構成比の比較
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図 11-4 - 1986 年の「科学朝日」購読者構成比と 1985 年の人口構成比の比較
図 11-5 - 1989 年の「科学朝日」購読者構成比と 1990 年の人口構成比の比較
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図 11-6 - 1994 年の「科学朝日」購読者構成比と 1995 年の人口構成比の比較
図 11-7 - 1997 年の「SCIaS」購読者構成比と 2000 年の人口構成比の比較
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これによると、「科学朝日」が好調だった 1981 年ごろにかけて 10 歳代、20 歳代の読者が急激に増加したことがわ
かる。しかしながら、1989 年には 10 歳代の購読者は大きく減少してしまった。1989 年以降では購読者構成比と人
口構成比とが似通っていることから、各世代の両者の比率も 1 に近づいたことがわかる。1980 年前後の「科学朝
日」の好調さは 10 歳代、20 歳代の読者に大きく依存していたと考えられる。
図 12 - 「科学朝日」(「SCIaS」)の年代別購読者比の年代人口構成比に対する比の変化
 
出典: 「科学朝日」(「SCIaS」)広告媒体資料、「国勢調査」より作成。グラフの個々の数値については 参考 15 を参
照。
注:
1976 年から 1986 年までは「10 歳代」は 20 歳を含み、「20 歳代」は「21 〜 30 歳」を、「30 歳代」は「31 〜








と人口構成比が近づき、2000 年では逆転した。逆に 40 歳代、50 歳代以上の年齢層では 1980 年代までは人口
構成比が購読者構成比よりも高かったが、次第に購読者構成比が高くなってきていることがわかる。
3.3 米国の科学雑誌の動向
日本の科学雑誌は 1982 年から 1983 年にかけてのピークから次第に発行部数を減少させているが、外国の科学
雑誌の状況についてはどうであろうか。外国の科学雑誌の発行部数のデータについては、米国の ABC (Audit
Bureau of Circulations) が調査した米国の一部データしか入手できなかったが、米国の 1989 年、1994 年及び
1996 年以降のデータ31を比較する。
このデータは米国の ABC (Audit Bureau of Circulations) 調査結果で、"Scientific American"、"Popular
Science"、"DISCOVER"の発行部数である(表 8)。"Scientific American" の発行部数は 1989 年には 66 万
部、1994 年、1996 年には発行部数を減らしたが、その後回復して 2000 年には 70 万部にまで発行部数を伸ばし
ている。"Popular Science" についてみると、1989 年は 180 万部以上の発行部数があったが、1997 年には 150 万
部台まで発行部数を減少させ、それ以降は発行部数を保って現在にいたっている。"DISCOVER" については近年
部数を減らしてはいるものの、それでも 100 万部を保っている。
表 8 - 米国の科学雑誌の発行部数、価格の推移
出典: Audit Bureau of Circulations, FAS-FAX United States and Canadian Periodicals
(1989, 1994, 1996, 1997, 1998, 1999, 2000)から作成。
 SCIENTIFIC AMERICAN 定価 ($) POPULARSCIENCE 定価 ($) DISCOVER 定価 ($)
1989 年 12 月 659,222 2.95 1,818,403 1.95 1,053,034 2.95
  
1994 年 6 月 634,974 3.95 1,810,992 2.50 1,035,361 3.50
  
1996 年 6 月 633,693 4.95 1,804,183 2.95 1,213,844 3.95
1996 年 12 月 666,631 4.95 1,793,192 2.95 1,228,111 3.95
1997 年 6 月 660,970 4.95 1,560,130 2.99 1,203,879 3.95
1997 年 12 月 666,629 4.95 1,558,655 2.99 1,215,198 3.95
1998 年 6 月 667,150 4.95 1,562,353 2.99 1,206,745 3.95
1998 年 12 月 672,953 4.95 1,563,778 2.99 1,241,488 3.99
1999 年 6 月 692,590 4.95 1,560,220 2.99 1,225,075 4.99
1999 年 12 月 695,968 4.95 1,552,076 3.99 1,088,269 4.99
2000 年 6 月 700,043 4.95 1,566,817 3.99 1,030,842 4.99
2000 年 12 月 701,581 4.95 1,554,698 3.99 1,005,981 4.99
3 誌のうち前 2 誌は日本においてその姉妹誌(日本語版)が発行されている。米国での発行部数と日本での姉妹
誌の発行部数を 2000 年時点で単純に比較すると、"Scientific American" がおよそ 70 万部に対して、その日本語
版である「日経サイエンス」はおよそ 2.5 万部で、日本は米国の 30 分の 1 程度、"Popular Science" がおよそ 155
万部に対して "Popular Science" (ポピュラーサイエンス日本版) は創刊号の発行部数が 4.5 万部程度 24 で、米国
の発行部数の 35 分の 1 程度と規模はかなり小さい。
"Scientific American" 及びその日本語版である「日経サイエンス」が、どれくらいの割合で読まれているかを単純計
算で比較すると(米国の人口は 2.81 億人、日本の人口は 1.25 億人として)、米国ではおよそ 400 人に 1 人が購
読している、つまり、1 万人のうち 25 人が購読しているのに対して、日本ではおよそ 5,200 人に 1 人、1 万人に 2
人しか購読しておらず、その格差は約 13 倍である。"Popular Science" については日米間で内容がかなり異なると
いう点はあるが、同様に単純に格差をみると 15 倍になる。米国では上記 3 誌だけで 1 ヶ月に 300 万部以上の発
行部数があるのに対して日本の一般向けの科学雑誌全体は年間 415 万部、1 ヶ月では 40 万部弱しかなく、日米
の人口差を考慮したとしても、日米間で科学雑誌の読まれ方、親しまれ方に大きな差があることがわかる。
日本の (社) 日本 ABC 協会による公査レポートと米国の公査レポートを比較すると気づく点がある。一つは予約購
読者の割合、もう一つは雑誌の定価についてである。
予約購読者の割合については、"Scientific American" は 70 万の発行部数のうち 77% にあたるおよそ 54 万部が
予約購読であるのに対して、「日経サイエンス」は 25,000 部のうち 3 分の 1 にあたるおよそ 8,000 部が予約購読
によるものである。また、"Popular Science" については米国での予約購読者の割合が 9 割近くである。これには
日米の出版流通事情の違いと言えるが、米国では固定的な読者の割合が高いことが特徴的であり、このことが、発
行部数の安定に寄与していると考えられる。
定価については、「日経サイエンス」が 1,400 円であるのに対し、"Scientific American" 米国版は 4.95 ドル(1 ドル
120 円換算で 594 円)であり、2.35 倍の格差がある。"Scientific American" の年間購読予約は 12 ヶ月分で 55 ド
23
ル、1 冊あたり 4.58 ドルで、1 ドル 120 円換算で約 550 円である。「日経サイエンス」の予約購読による割引は、3
年間 36 冊で 39,600 円(1 冊 1,100 円)、1 年間 12 冊で 15,372 円(1 冊 1,281 円)、学生割引 1 年間 12 冊で
12,000 円(1 冊 1,000 円)である。日米間での価格差には、発行部数、広告収入など様々な事情があると推測され
るが、日本の科学雑誌の定価は米国のそれに比べて高く設定されているようである("Newton" は 1 冊 1,000 円、








ついて比較したものが 表 9 である。
科学技術関係の雑誌を「定期購読している」と答えた 57 人中 40 人は雑誌・週刊誌の記事を科学技術に関する情
報源(の一つ)であると回答し、そのうち 20 人は満足な情報源と回答している。また、科学技術関係の雑誌を「定期




ち 3 分の 1 が雑誌・週刊誌の記事を科学技術に関する情報源として満足と回答し、科学技術関係の雑誌をまった





























































は 10.5 問(正答率 70%)、非購読者の平均正答数は 8.4 問(正答率 56%)で、科学技術関係の雑誌の購読者は非購
読者に比べて科学技術の基礎的な概念についての正答数に差があるとの結果であった。このことから、科学技術
関係の雑誌の購読が科学的知識の獲得に何らかの形で有益に作用していることが推測される。
表 10 - 科学技術関係の雑誌の購読と科学技術の基礎的な概念に関するクイズの平均正答数の関係
24
出典: 「科学技術に関する意識調査」より作成。
 人数 平均正答数 標準偏差
購読層 444 10.5 2.6




























科学雑誌の発行部数が 1970 年代に漸増している様子、さらに 1981 年、1982 年と急進している様子は、「図 3 -




しかしながら、1981 年から始まる科学雑誌創刊ブーム、発行部数の急増は長くは続かなかった。1982 年、1983 年
と発行部数は増加したが、1983 年には伸び率は鈍化し、1983 年の様子について「出版指標年報」1984 年版33で
は次のように述べている。
「科学誌全体の発行部数は 2.4% 増と一応前年を上回ったが、過去 2 年話題となった科学一般のポピュラー科学
誌の凋落が目立っている。……。ポピュラー科学誌の実売部数は年末近くで50万部前後と推定される。最盛期は
70 〜 80 万部あり、その凋落ぶりがひときわ目を引く。この理由は、テーマが一巡したこと、掘り下げの甘さ、イラス
ト、写真に頼り過ぎた編集などから、読者の興味が失せてしまったものである」
そして、1984 年における科学雑誌の発行部数は前年比 17% 減を記録し、その後の 1980 年代は部数が増加する





















などが考えられる。このうち、  については、コンピュータ雑誌の伸びは 参考 5のとおり顕著であるが、科学雑誌か
らどれだけの読者が流れたのかについては推定できない。  については小学校高学年を除いて全般的にみられ
る傾向のようである(参考 16)。また、  についても一部で言われていることであるが( 参考 17)、知識全般に関する
関心の低下について数字で明確に示したものはないようである。ここでは、  の科学技術への関心の低下、特に
若者の関心の低下について考察し、次節で  に関して考察する。
科学技術への関心を総理府の世論調査をもとに調べたものが 図 13である。これによれば、1998 年(平成 10 年)時
点で科学技術に「関心がある」、「ある程度関心がある」と答えた人は全体の 58% で、国民の半数以上が科学技術
に関心を持っていることから、関心がないとはいえない。国民全体としての科学技術に関心を有する人の割合
は、1976 年 61.5%、1981 年 52.6%、1986 年 47.5%、1987 年 52.4%、1990 年 55.9%、1991 年 54.4%、1995 年
55.6%、1998 年 58.1%と変化し、1980 年代半ば以降は微増であって、国民全体としては科学技術への関心が低下
しているとはいえない。
科学技術への関心を年齢層別に時系列変化をみると、20 歳代の科学技術に関心を有する人の割合については、























年、1998 年調査では 60 歳代に 70 歳代以上も含む。
4.3 科学雑誌後退の原因: 科学者、技術者の科学技術一般に対する関心の傾向との関係
科学雑誌の発行部数は減っているが、科学雑誌の読者として期待される自然科学系の研究者及び学生の数につ
いては大幅に増加している。具体的な数字でみると、2001 年の自然科学系研究者数は 63.1 万人で科学雑誌創
刊ブーム前年の 1980 年の自然科学系研究者数は 30.3 万人 35、2001 年の自然科学系(理学、工学、農学、医・
保健系)の学部学生数は 77.2 万人、1980 年は 56.4 万人、2001 年の同大学院修士・博士課程の学生数は 13.2




表 11 - 自然科学系の研究者数及び学生数








1980 年 30.3 万人 56.4 万人 3.5 万人

















表 12 - 若手研究者の研究能力の 10 年前との比較
実数(横 %)
出典: 「我が国の研究活動の実態に関する調査報告」(平成 13 年 9 月)
 全体 基礎的知識 専門的知識 問題設定能力 問題解決能力 創造性
向上している 108 (100%) 49 (45.4%) 59 (54.6%) 8 (7.4%) 18 (16.7%) 16 (14.8%)
低下している 237 (100%) 100 (42.2%) 31 (13.1%) 100 (42.2%) 94 (39.7%) 99 (41.8%)
 国際性 計画性 競争心 探究心 粘り強さ 無回答
向上している 59 (54.6%) 10 (9.3%) 19 (17.6%) 9 (8.3%) 8 (7.4%) 1 (0.9%)













「4.2 若者の科学技術離れとの関係」で取り上げたとおり、1998 年に 20 歳代で「科学技術に関心がある」人の割合
は 50.0%、30 歳代では 51.6% という数字である(参考 19 表 1)。小中高段階での「理科はおもしろい」とする児童・
生徒は、参考 19 図 1 にも掲げたとおり、小学校高学年から中学校にかけて急激に減少して、高校段階ではほぼ
横ばいとの結果が得られている。18 歳以上の国民で「科学技術に関心がある」とする人の割合と学校段階で「理科
はおもしろい」とする人の割合とを並べてみると参考 19 図 3 のようになる。「科学技術に関心がある」と「理科はお
もしろい」を同義に捉えることは、適切ではないかもしれない。しかしながら、科学技術への関心の有無と学校段階








平均書籍読書量は 30 年前(1971 - 1975 年)に比べて増加傾向にあり、これは着目すべき点である。また、中学生





















































とに 24.4% の支持があった。一方、平成 10 年に総理府が実施した「将来の科学技術に関する世論調査」によれ
ば、「科学者や技術者の話を聞いてみたいと思いますか」との質問に対して、「聞いてみたい」25.3%、「できれば聞





































































6. むすびにかえて - 今後の課題
科学雑誌の発行点数、発行部数の変化を知るために調査を開始した。資料調査から 1980 年代前半の科学雑誌
ブーム、その後後退が続き、現在の発行部数はピーク時の半分以下に落ち込んでいることが明らかなった。雑誌
が休刊を迎える段階においては発行部数が 2 〜 3 万部以下まで低下するらしいこともうかがえた。全国に 2,500
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